
議会事務局 （２－２０１１・４８－８１２６） 議会の事務・監査委員会・公平委員会

総務課 （２－２００１・４８－８１２０）

人事・例規・財政・財産・人権・選挙・統計・消防・防犯・災害対策・交通安全・ふるさと納税

企画課 （２－２０１８・４８－８１２２）

企画調整・まちづくり・都市計画・広報・電算・公共交通・移住定住施策・空き家対策

中央公民館建設

税務住民課 税務（２－２０４１・４８－８１１３） 住民（２－２０３１・４８－８１１４）

町税の賦課徴収・固定資産の評価・国民健康保険・国民年金・後期高齢者医療・

福祉医療・戸籍・住民基本台帳・印鑑登録

福祉保健課 （２－２０２１・４８－８１１５）

社会福祉・保健衛生・児童福祉・介護保険・居宅介護支援事業所

産業環境課 環境・農業（２－２０３０・４８－８１１７） 林業・商業観光 （２－２０１２・４８－８１１８）

農業・水産業・林業・狩猟・鳥獣害対策・工業・商業・観光・公害・環境衛生・環境対策

地域整備課 道路・河川（２－２０２０・４８－８１１６） 上・下水道 （２－２５８３・４８－８１２４／８１２５）

道路・河川・建築・その他土木・上下水道・農業集落排水・治水対策・まちづくり

会計室 （２－２０２２・４８－８１１２）

決算・現金出納・有価証券・物品出納・財産管理

教育総務課 （２－３７４６・４８－８１２３） 子ども家庭応援センター （２－８１３７・４８－８１３７）

教育委員会・教職員人事・教育財産・施設管理・教育相談・学校給食・奨学金・保育園・

学童保育・子ども家庭応援センター・子育て支援センター・要保護児童対策

学校教育課 （２―３７４１・４８－８１２３）

幼稚園・小中学校振興・教職員研修・教材・教科書・保健・環境衛生管理

生涯学習課 （３－３７４６・４８－８１３０）(中央公民館内)

図書館（２－１１４２・４８－１１４２） 博物館（２－２０７７・４８－２０７７）

社会教育・人権・中央公民館・スポーツ推進・体育施設・図書館・博物館・文化財・町史
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〔議会費〕

議会費 ７，２３７万円 （議会事務局）

議員が条例や予算、決算を審議します。議員数は１２名です。

議会だよりを年４回発行し、議会での審議内容や一般質問についてお知らせします。

《主な経費》

議員報酬等 ４，８２１万円

職員給与等 １，８３７万円

議会だより発行費 １４７万円

議事録調整委託料 ６８万円

各種負担金 １９９万円

〔総務費〕

総務一般管理費 ２億４，１５４万円 （総務課）

庁舎の印刷費や光熱水費、電話料等の役場共通の経費を管理します。財政事務や人

事・給与事務、条例の改正のほか、ふるさと納税事務、行政文書の管理や職員の研修・福

利厚生を行います。

《主な経費》

特別職（町長・副町長）給料等 ２，９４７万円

職員給与等（総務課・企画課・会計室） １億３，０７２万円

管理消耗品 庁舎光熱水費、通信運搬等 ２，５１０万円

下水道使用料・機器賃借料等 １９９万円

職員研修負担金 ４０万円

ふるさと納税寄付者報償費 ５６０万円

財産管理費 ２，１７５万円 （総務課）（多賀町の一般財源）

役場庁舎や設備の財産管理、福祉バスの運行管理など

町有財産を管理します。

《主な経費》

本庁舎保守委託経費 ６３１万円

福祉バス運行委託料 ４６１万円

庁舎設備補修費 １３０万円

多賀大社前駅コミュニティハウス経費 ７０万円

財源

国県の負担 ２９９万円

庁舎使用料等 ５５３万円

町の一般財源 ２億３，３０２万円

一般財源

制約なくどのような経費にも使用することができる財源をいい、町税、地方譲与税、

地方交付税、利子割交付金、自動車取得税交付金等があります。

福祉バス（平成２７年３月購入）

財源

議員研修戻入金等 １万円

郡議長会事務受託金 ２万円

町の一般財源 ７，２３４万円
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川相出張所費 ５５４万円 （総務課）（多賀町の一般財源）

川相出張所の運営、維持管理を行います。

《主な経費》

嘱託職員設置費 ４１９万円

管理運営費 １３５万円

諸費 １，４８３万円 （総務課）（多賀町の一般財源）

防犯対策事業や区長事務、日置市との交歓行事等を行います。

《主な経費》

防犯灯設置委託料 ２４１万円

自治振興事業交付金 １，０００万円

(文書配布費や自警団設置費など各集落に交付します。)

日置市（兄弟都市）交歓事業費 ５５万円

会計管理費 ４７８万円 （会計室）（多賀町の一般財源）

公金の出納や保管、各基金の管理などの会計事務を行います。また、各課で使用する

共通物品について、一括契約し、良質で安価な物品の調達を行います。

平成２７年１０月より、公金のコンビニ収納を開始しています。

《主な経費》

臨時職員設置費 １７６万円

振込振替手数料 ４１万円

指定金融機関委託料 ５４万円

コンビニ収納手数料 ７万円

収納システム改修委託料 １８０万円

企画費 １５９万円 （企画課）

第５次多賀町総合計画や多賀町総合戦略、多賀町行政改革大綱などの各計画の進捗

確認や事業評価を実施し、町政全体の総合的な企画調整を行います。

また、(仮)多賀 SAスマート IC 設置に向けた取り組みを進めます。

《主な経費》

まち・ひと・しごと創生推進委員報償費 １２万円

(仮)多賀 SA スマート IC 準備経費 １６万円

財源

建物貸付収入 １２万円

町の一般財源 １４７万円

町が管理する防犯灯

川相未来創造会議
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集落活動推進費 ３，９１２万円 （企画課・地域整備課）

集落の自主的なまちづくりを推進するため、まちづくり活動支援交付金等を交付するとと

もに、特に山間部での若者定住事業、空き家・移住対策事業を強化し、活気ある集落づくり

を支援します。また、木材住宅耐震対策を進め、災害に強いまちづくりを進めます。

大杉区に地域おこし協力隊を設置し、集落の活性化を図ります。

《主な経費》

まちづくり活動推進費 ２，２４０万円

（うち まちづくり活動支援交付金 １，９３５万円）

若者定住支援事業 ５９５万円

空き家除却補助金 ２００万円

空き家改修費補助金 １００万円

お試し住宅事業費 ７７万円

地域おこし協力隊設置費（大杉区） ３４８万円

地方創生費 ４００万円 （企画課）（多賀町の一般財源）

大滝地域活性化アクションプランに基づき、地域資源を活用した教育や移住定住に対す

る取り組み、情報発信等を進めます。

《主な経費》

大滝地域活性化アクションプラン委託料 ３９４万円

文書広報費 ８８８万円 （企画課）

広報発行やホームページの管理運営を行い、わかりやすい情報発信に努めます。引き

続き、森林資源循環を推進するため、ｋｉｋｉｔｏ （ききと）紙を使用した広報誌を発行します。

今年度、ホームページに音声案内機能を追加します。

《主な経費》

広報発行費 ５４４万円

ホームページにかかる経費 ８４万円

（うち音声案内機能分 ３１万円）

有線放送運営補助金 ２５０万円

財源

広告料 ６万円

町の一般財源 ８８２万円

広報 たが

ｋｉｋｉｔｏとは、森林とともに豊かに暮らしていける未来をめざし、人の営みと森林が結び

つくカタチをていねいに育てるプロジェクト。

財源

国県の負担 ５１３万円

まちづくり基金繰入金

（ふるさと納税寄付） ９５万円

移住体験施設使用料 １０万円

町の一般財源 ３，２９４万円
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電子計算費 ７，１８８万円 （企画課）（多賀町の一般財源）

行政内部の事務を円滑かつ安全に行うためのシステムの更新、保守を行います。

情報の漏えい等、重大な事故を発生させないよう、セキュリティ対策を強化します。

経費の削減・システム効率化のため、県内６町での行政情報システムの共同利用をして

います。

《主な経費》

電算保守委託料 ３０６万円

６町行政情報システム共同利用料 ４，５８９万円

セキュリティポリシー策定委託料 ３００万円

公共交通対策費 ５，３９１万円 （企画課）

町内３路線の公共交通バスの運行を確保します。

愛のりタクシーの普及・利用促進に努めます。

また、ウォーキングイベントを開催し、鉄道の

利用促進を図ります。

《主な経費》

運行対策補助金（湖国バス） ３，６５０万円

湖東圏域公共交通活性化協議会負担金 １，６７４万円

（うち 愛のりタクシー運行分１，５４２万円）

交通安全対策費（ソフト事業） １１１万円 （総務課）

交通安全の啓発や交通災害共済の加入促進を行います。

《主な経費》

交通指導員報酬 ２１万円

啓発消耗品 ３２万円

交通安全協会多賀支部助成金 １７万円

人権推進費 ２０５万円 （総務課）

住民、企業への啓発事業を実施し、人権を尊重する明るいまちづくりを推進します。

１１月には、「人権尊重のまち 町民のつどい」を開催します。

《主な経費》

人権擁護推進費 ６３万円

（うち 町民のつどい開催費 ４０万円）

同和対策啓発費 ９４万円

企業内人権啓発費 ５７万円

財源

交通災害事務取扱料 １８万円

町の一般財源 ９３万円

財源

国県の負担 ４１万円

講演会助成金 １５万円

町の一般財源 １４９万円

財源

国県の負担 ６２８万円

公共交通活性化協議会戻入 ４１２万円

イベント開催補助金 １万円

町の一般財源 ４，３５０万円

交通安全教室（多賀幼稚園）
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税務総務費・賦課徴収費 ５，１７６万円 （税務住民課）

適正な課税、徴収業務を行います。納税証明書や固定資産評価証明書等を発行するほ

か、軽自動車（多賀町ナンバー）の登録・廃車の手続きを行います。

平成３０年度の固定資産税評価替えに向け、課税客体の適正な把握のため、航空写真

撮影による現況調査を実施します。

《主な経費》

職員給料等 ３，７３９万円

画地条件調査委託料 １２０万円

航空写真撮影委託料 ８００万円

住民基本台帳費 １，７３７万円 （税務住民課）

戸籍法、住民基本台帳法に基づき、各種届出の受付、相談、編製事務、住所の異動、印

鑑登録、戸籍・住民票等の証明書の交付を行います。

また、第２・第４金曜日は、１９：００まで証明書の時間外交付（本庁）を行っています。

平成２８年７月より、コンビニで住民票・戸籍抄本・印鑑証明・所得証明等の交付が受け

られるようになっています。

《主な経費》

職員給料等 １，４０８万円

個人番号カード交付事業負担金 １１８万円

コンビニ交付事業負担金 ７０万円

財源

国県の負担 １，０８０万円

手数料等 ７２万円

町の一般財源 ４，０２４万円

財源

国県の負担 １５３万円

手数料等 ３５０万円

町の一般財源 １，２３４万円
税務住民課窓口

29



選挙事業費 ５２万円 （総務課）

公平公正な選挙が実施されるよう啓発を行います。選挙時には、厳正かつ迅速に投開

票事務を行います。

《主な経費》

選挙管理委員会費 ２９万円

選挙啓発費 １４万円

大佐谷財産区選挙費 １０万円

統計調査費 ４４万円 （総務課）

国が実施する各統計調査を行います。調査員の研修を行い、調査の精度を高めます。

《主な経費》

調査員報酬 ２１万円

調査等消耗品 ７万円

公平委員会費 ２万円 （議会事務局）（多賀町の一般財源）

職員の勤務条件に関する措置の要求や不利益処分を審査し、必要な措置を講じます。

《主な経費》

委員報酬 ２万円

監査委員費 ６２万円 （議会事務局）（多賀町の一般財源）

町の財務、事務事業が法令等に基づき公正、適正に行われているかという合法性や経

済性、効率性、有効性の観点から監査を実施します。監査結果、措置状況を公表します。

《主な経費》

委員報酬 ４６万円

研修旅費 ８万円

財源

大佐谷財産区負担金 １０万円

町の一般財源 ４２万円

財源

国県の負担 ３３万円

町の一般財源 １１万円今年度 実施する統計調査

学校基本調査 人口動態調査 毎月人口推計調査

工業統計調査 住宅・土地統計調査（準備）

就業構造基本調査
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〔民生費〕

社会福祉総務費 ８，９３０万円 （福祉保健課）

民生児童委員活動の推進や地域福祉全体の向上に取り組みます。社会福祉協議会と

連携し、共助社会の実現を図ります。地域福祉計画に基づき、誰もが暮らしやすいまちづく

りを推進します。国の制度により、臨時福祉給付金を支給します。

《主な経費》

職員給与等 ２，１８７万円

社会福祉協議会補助金 ３，２４６万円

民生児童委員協議会活動費 ４０１万円

臨時福祉給付金 １，８７５万円

国民健康保険費 ６，２４７万円 （税務住民課）

国民健康保険事業は、一般会計とは別に特別会計を設け、独立して運営管理を行って

いますが、一定の基準に基づき、繰り出しを行っています。

《主な経費》

高額療養費貸付金 ５０万円

国民健康保険特別会計繰出金 ６，１９７万円

介護・生活支援費 １億３，１００万円 （福祉保健課）

介護保険事業は、一般会計とは別に特別会計を設け、独立して運営管理を行っていま

すが、一定の基準に基づき、繰り出しを行っています。

《主な経費》

介護保険特別会計操出金 １億２，９９５万円

介護予防プラン作成委託料 ４１万円

財源

国県の負担 ２，７３７万円

貸付金元金収入 ５０万円

町の一般財源 ３，４６０万円

財源

国県の負担 ２，７９０万円

町の一般財源 ６，１４０万円

財源

国県の負担 ６７万円

介護サービス計画手数料等 １６１万円

町の一般財源 １億２，８７２万円

（うち 地方消費税 社会保障分 １，０００万円）
足腰シャキッと教室
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後期高齢者医療費 １億２，７２０万円 （税務住民課）

７５歳以上の人（一定の障害がある人は６５歳以上）は、後期高齢者医療制度に加入と

なり、滋賀県後期高齢者医療連合が給付を行い、町は保険料の収納や被保険者証の交付

を行います。

後期高齢者医療事業は、一般会計とは別に特別会計を設け、独立して運営管理を行っ

ていますが、一定の基準に基づき、繰り出しを行っています。

《主な経費》

健康診査委託料 ９０万円

広域連合負担金 ９，６０８万円

後期高齢者医療特別会計繰出金 ３，０１９万円

老人福祉費 ３，１９７万円 （福祉保健課）

老人クラブや敬老会の活動の支援やひとり暮らし高齢者、高齢者世帯が安心して生活で

きる仕組みを構築し、高齢者福祉の向上を図ります。

また、高齢者の生きがいづくりや健康増進、ふれあい交流事業を展開します。

《主な経費》

老人クラブ育成事業 ９９万円

シルバー人材センター運営補助 １，０００万円

高齢者生きがい支援事業 ５３１万円

（うち 地域サロン運営委託料 ７１万円）

（うち もんぜん亭指定管理料 ３１０万円）

高齢者生活支援事業 ６４２万円

（うち 配食サービス委託料 ４５２万円）

（うち 小規模住宅改造補助 １３３万円）

国民年金費 ５９２万円 （税務住民課）

国民年金の資格の取得、喪失等の異動や裁定請求等に係る事務を行います。

《主な経費》

職員給与等 ５８９万円

事務費 ３万円

財源

国県の負担 １２４万円

まちづくり基金繰入金

（ふるさと納税寄付） ７３万円

サービス利用者負担金等２６６万円

町の一般財源 ２，７３４万円

（うち 地方消費税 社会保障分 ５００万円）

財源

国県の負担 １，８９４万円

健診受託収入 ６５万円

町の一般財源 １億７６１万円

財源

国県の負担 １８８万円

町の一般財源 ４０４万円

年金請求等の手続きについてのお問い合わせは、「ねんきんダイヤル」まで

０５７０－０５－１１６５

月曜 ８：３０～１９：００ 火曜～金曜 ８：３０～１７：１５ 第２土曜 ９：３０～１６：００

※お問い合わせの際は、基礎年金番号をご用意ください。
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障害福祉費・障害者自立支援費 １億５，７５６万円 （福祉保健課）

障害のある方が、住みなれた地域で安心して生活できるよう、福祉サービスの利用や就

労に向けての支援、社会参加の促進、相談支援などを行います。

今年度、障害福祉計画を見直します。

《主な経費》

障害者生活支援事業 ４８８万円

（うち 障害児放課後児童クラブ委託料 ３０２万円）

障害福祉施設運営事業 ６８６万円

障害福祉計画策定委託料 ２５０万円

介護および訓練等給付費 １億２，１０８万円

地域生活支援事業費 １，６９４万円

自立支援医療助成事業 ２０５万円

福祉医療助成費 ７，４２８万円 （税務住民課）

子どもや重度心身障害者、母子・父子家庭等の一定の要件を満たす方の医療保険自己

負担額（一部負担金）を助成します。

多賀町では、子育て支援として、修学前の子どもはもちろん、中学を卒業するまでの

子どもの医療費を無料にしています。

《主な経費》

福祉医療扶助料 ７，１５８万円

（うち子育て応援医療費 １，６８５万円：小中学生分）

事務手数料 ２５５万円

児童福祉総務費・母子福祉費 １億５，２７８万円 （福祉保健課）

児童手当の支給や育児支援を行い、子どもたちの健全育成を図ります。育児支援として、

２歳に達する月まで、紙おむつや粉ミルクにかかる経費の一部を助成（２，０００円上限／

月）します。母子父子家庭の支援を行います。

《主な経費》

児童手当 １億２，４９８万円

愛犬地域療育事業負担金 １，１３６万円

障害児通所給付費 ２９０万円

育児支援助成金 ２６４万円

母子のぞみ会補助 ７万円

児童館費 ７万円 （生涯学習課）（多賀町の一般財源）

児童館の維持管理を行います。

《主な経費》

児童館運営経費 ７万円

財源

国県の負担 １億４５８万円

障害児放課後児童クラブ利用料 ３５万円

町の一般財源 ５，２６３万円

（うち 地方消費税

社会保障分 １，０００万円）

財源

国県の負担 １，８２４万円

社会福祉基金繰入金（利子含む） １，６８５万円

高額療養費返還金 １，４２４万円

町の一般財源 ２，４９５万円

財源

国県の負担 １億１，１９９万円

社会福祉基金繰入金 ２６４万円

町の一般財源 ３，８１５万円
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保育所費 ４億４，６５９万円 （教育総務課）

多賀ささゆり保育園、たきのみや保育園の安全安心な施設運営に努め、就学前の子ど

もの健全育成を図ります。子育て相談や延長保育を実施し、保護者支援を充実します。

衛生管理を行い、園児にバランスのとれた栄養のある給食を提供します。

平成３０年度に向け、たきのみや保育園を認定こども園とするための整備を行います。

《主な経費》

職員給与等 １億４，６４５万円

臨時保育士・臨時調理師設置費 ５，１３１万円

給食材料費 １，４６８万円

施設管理委託料 ３４８万円

認定こども園整備費 １億２，３６０万円

多賀ささゆり

保育園

たきのみや

保育園

平成２８年度

（年度末）
１７０ ２８

平成２９年度

（年度当初）
１６２ ２２

増減 ▲８ ▲６

子育て支援対策費 ３，７８０万円 （教育総務課）

子育て支援センターでは、子育て世代のニーズを把握し、子育て支援、発達支援、家庭

への支援等のきめ細かなサービスを行うほか、児童虐待防止に向けた取り組みを強化しま

す。放課後児童クラブは小学１～６年生まで受け入れています。

新入学生通学費助成として、小中学校入学時に必要なランリュック、スポーツバッグ、

今年度より自転車ヘルメット（中学）を配布し、子育て世代の経済的負担を軽減します。

《主な経費》

子育て支援センター費 １，３９９万円

児童虐待防止ネットワーク事業 １６万円

放課後児童クラブ事業 １，７７８万円

臨床心理士・訪問相談員設置費 ２２９万円

新入学生通学費助成 ９５万円

財源

国県の負担 １４３万円

入園負担金・利用料等 ６，５０６万円

施設型給付費代理受領分 ８，４３５万円

町債 １億４６０万円

町の一般財源 １億９，１１５万円

（うち 地方消費税 社会保障分 １，２００万円）

財源

国県の負担 １，０６０万円

保護者負担金等 ９１３万円

町の一般財源 １，８０７万円

（うち 地方消費税 社会保障分 ５００万円）

新米炊き体験（たきのみや保育園）

園児数 （人）

放課後児童クラブ
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〔衛生費〕

保健事業総務費 ３，４３１万円 （福祉保健課）（多賀町の一般財源）

保健・医療の円滑な推進を図るとともに健康づくりの取り組みを推進します。健康づくり

推進事業として、運動指導や健康食についての事業を行います。

今年度、健康増進計画を見直します。

《主な経費》

職員給与等 ２，７８９万円

休日急病診療所負担金 ４５万円

地域保健医療推進事業負担金 １６４万円

健康増進計画策定委託料 ２５０万円

保健事業費 ４，６６１万円 （福祉保健課）

各種検診・健康診査、予防接種を行うとともに、健康増進計画に基づき、元気アップ教室

等の健康セミナーを開催し、町民の健康づくりを推進します。

個別受診勧奨を強化し、がん・骨粗しょう症・肝炎・生活習慣病の受診率の向上を図りま

す。ピロリ菌検査費や前立腺がん検診費に対しての助成を行います。

不妊治療、未熟児医療に要する経費の一部助成を実施します。男性不妊治療費も補助

対象としています。

《主な経費》

成人保健事業 ７５万円

がん検診事業 １，０２１万円

予防接種事業 ２，２８０万円

母子保健事業 １，１０３万円

（うち 不妊治療助成費 １４０万円）

（うち 未熟児養育医療費 ５０万円）

健康推進員育成事業 ５０万円

財源

国県負担金 ８９万円

受診料等 ６１万円

町の一般財源 ４，５１１万円

（うち 地方消費税 社会保障分 １，０００万円）

健診時の栄養指導中学校での食育活動

財源

国県負担金 ８万円

健康づくり教室参加費 １万円

町の一般財源 ３，４２２万円
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総合福祉保健センター事業 １，６４３万円 （福祉保健課）

総合福祉保健センター「ふれあいの郷」の運営管理を行います。

《主な経費》

光熱水費等の需用費 ８８５万円

施設管理委託料 ５９８万円

環境衛生総務費 ２，０１９万円 （産業環境課）

環境基本条例に基づき、住民等の環境意識の向上を図るとともに、衛生的な生活環境

づくりを推進します。

《主な経費》

職員給与等 １，２７９万円

紫雲苑管理運営負担金（斎場） ４８４万円

環境審議会経費 １２万円

住宅用太陽光発電設置補助 １３０万円

塵芥処理費 １億７２４万円 （産業環境課）

廃棄物を適正に処理するとともに、地域や家庭でのごみの減量化を推進します。また、

監視カメラによる不法投棄対策を強化し、美しいまちづくりを推進します。

《主な経費》

ごみ収集・処理委託料 ３，９４９万円

彦根愛知犬上広域行政組合負担金 ２，９６５万円

（燃えないごみ）

湖東広域衛生管理組合負担金 ３，２８１万円

（燃やすごみ）

不法投棄対策費 ２１７万円

資源回収奨励金 １００万円

財源

国県負担金 １万円

センター使用料他 ５４万円

町の一般財源 １，５８８万円

財源

まちづくり基金繰入金

（ふるさと納税寄付） ３８万円

蓄犬登録手数料等 ３１万円

町の一般財源 １，９５０万円

財源

国県負担金 ４９万円

資源ごみ売却代等 ２５万円

指定ごみ袋販売代 ８０万円

町の一般財源 １億５７０万円

ダンボールコンポスト講習会 粗大ごみ収集のようす

いきいきライフ体験塾
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し尿処理費 ３，３７６万円 （産業環境課・地域整備課）

し尿・浄化槽汚泥を適正に処理するとともに、下水道区域以外での合併処理浄化槽設置

や適正な維持管理を推進します。

《主な経費》

湖東広域衛生管理組合負担金 ２，９１１万円

（し尿処理施設）

合併処理浄化槽設置補助 １４０万円

合併処理浄化槽維持管理補助 ３２２万円

公害調査費 ２４１万円 （産業環境課）

河川や井戸の水質調査を定期的に行い水質の監視を行います。臭気や騒音の事案が

発生した場合には、迅速に対応します。

《主な経費》

水質検査委託料 ２０２万円

臭気測定委託料 ８万円

騒音測定委託料 ３１万円

上水道費 ４，７４１万円 （地域整備課）（多賀町の一般財源）

水道事業会計の安定のため、企業債元利償還金等の一部を繰り出します。

《主な経費》

水道事業会計繰出金 ４，７４１万円

財源

国県負担金 １４９万円

町の一般財源 ３，２２７万円

財源

琵琶湖総合保全交付金 １７０万円

町の一般財源 ７１万円
多賀の星空・自然を学ぶ会

私たちが生活していく上で水道水は必要不可欠

なもの。その水が突然出なくなったら…そうならな

いよう、みなさんの心がけひとつで節水は簡単にで

きます。ご家庭にあった節水方法を考えて、いろい

ろな方法で節水に取り組んでみてください
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〔農林水産業費・商工費〕

農業委員会費 １，５５８万円 （産業環境課）

多賀町の農業を振興するため、農地の売買・賃借や転用等に関する許認可をはじめ、

農地パトロール等、農業者の代表として活動します。今年度より、農地利用最適化推進委

員を設置し、農業委員会委員とともに活動します。

《主な経費》

農業委員会委員報酬 ２０２万円

農地利用最適化推進委員報酬 ７０万円

職員給与等 ９３７万円

農地台帳管理費 ６０万円

農業総務費 ３，１３９万円 （産業環境課）

地域の農業組合と連携を図りながら、農業振興を計画的に推進します。

《主な経費》

職員給与等 ３，０５４万円

農業組合長事務委託料 ４４万円

農業振興費 ２，１９３万円 （産業環境課）

農業組織の強化および生産基盤の安定のための支援を行います。

そばの生産奨励やにんじんの種子補助・環境こだわり農産物栽培奨励に対する取組に

支援を行い、地元特産物の普及に努めます。

地産地消や安全安心な農作物づくりを推進します。

《主な経費》

環境保全型農業直接支払交付金 １，４９８万円

パイプハウス設置補助 ５０万円

特産物生産奨励補助 １２３万円

特産物生産基盤整備補助 ７５万円

青年就農給付金 １５０万円

特産物振興連絡協議会補助 ４５万円

財源

国県負担金 ２１０万円

農業者年金委託金 １０万円

町の一般財源 １，３３８万円

財源

国県の負担 １９万円

町の一般財源 ３，１２０万円

財源

国県の負担 １，２２１万円

町の一般財源 ９７２万円

多賀そばの収穫風景 多賀そば・多賀にんじんなどの普及促進
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農村まるごと保全向上対策費 １，３７７万円 （産業環境課）

農地や農業用水を良好に保全する集落ぐるみの取組に対して、支援を行います。

《主な経費》

農村まるごと保全向上対策負担金 １，３３４万円

地域農政推進対策費 ４０７万円 （産業環境課）

農業団体の法人化への取り組みの推進や農業の担い手確保対策を実施します。

「多賀の農業・農山村を考えるつどい」を開催します。

《主な経費》

中山間地域直接支払補助金 １８１万円

多賀の農業・農山村を考えるつどい費用 １５万円

集落営農法人化支援補助 １６０万円

土地改良事業費 １，４１１万円 （産業環境課）

土地改良区が実施する事業に対し、一定の基準に基づき、補助を行います。

芹川ダムの耐震改修経費について、多賀町分を負担します。

《主な経費》

職員給与等 ６１２万円

土地改良区維持管理補助 １０１万円

芹川ダム改修負担金 ６６２万円

農業集落排水事業費 ４，７０８万円 （地域整備課）（多賀町の一般財源）

農業集落排水事業は、一般会計とは別に特別会計を設け、独立して運営管理を行って

いますが、一定の基準に基づき、繰り出しを行っています。

《主な経費》

農業集落排水事業特別会計繰出金 ４，７０８万円

財源

国県の負担 １，０４１万円

町の一般財源 ３３６万円

財源

町債 ５９０万円

町の一般財源 ８２１万円

財源

国県の負担 ３１４万円

ふるさと水と土の保全基金利子 ３万円

農地中間管理機構委託金 １５万円

町の一般財源 ７５万円

多賀の農業・農山村を考えるつどい
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鳥獣害防止対策費 ９９４万円 （産業環境課）

農林業の振興を図るため、集落自営組織の電気柵維持管理費や活動に対して補助を行

います。獣害調査や行動域調査を継続し、効果的な対策を実施します。

《主な経費》

臨時職員設置費 ３３１万円

集落鳥獣害自衛組織育成補助 ４６０万円

（緩衝帯及び柵の維持管理経費に対し、

一定の補助を行います。）

小規模農地獣害対策補助 ３８万円

畜産業費 ２万円 （産業環境課）（多賀町の一般財源）

家畜伝染病検査への補助や鳥インフルエンザ対策を実施します。

《主な経費》

伝染病予防注射等補助 ２万円

林業総務費 ３，８７１万円 （産業環境課）

林業振興を図るため、森林組合が実施する造林事業や境界明確化事業に補助を行いま

す。また、高取山ふれあい公園や林業会館の管理費、林業関係団体への支援費も含まれ

ています。

《主な経費》

職員給与等１，８４７万円

彦根市犬上郡営林組合負担金 ３０６万円

造林補助金 ２７８万円

生活環境保全林（青龍山）管理費 １３０万円

高取山ふれあい公園管理費 ６９３万円

林業会館管理費 ７３万円

放置林防止境界明確化事業費 ２６０万円

狩猟費 ２，５８８万円 （産業環境課）

地元猟友会に委託し、ニホンジカの駆除のほか、有害鳥獣駆除を行います。

《主な経費》

有害鳥獣駆除委託費 ２，５２７万円

間伐実施事業費 １００万円 （産業環境課）（多賀町の一般財源）

森林組合、山林組合が実施する間伐事業に対し、一定の基準により補助を行います。

《主な経費》

間伐実施補助 １００万円

財源

国県の負担 ２１６万円

林業会館使用料 １０万円

琵琶湖総合保全交付金 １３０万円

町の一般財源 ３，５１５万円

財源

国県の負担 ２，００６万円

町の一般財源 ５８２万円

財源

湖東地域広域事業負担金 １６３万円

町の一般財源 ８３１万円
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林道事業費 ４４３万円 （産業環境課）（多賀町の一般財源）

既存林道の修復・整備を行います。

また、突発的な土砂崩れ等が発生した場合の応急修復費用も含まれています。

《主な経費》

林道維持補修工事費 （権現谷線・御池線ほか） １４０万円

林道維持補修補助金 （各組合管理道分） ３００万円

森林税事業費 １，２９４万円 （産業環境課）

滋賀県の森林税を活用した事業を展開します。

県内小学４年生の「森林環境学習やまのこ事業」を、大滝山林組合（高取山ふれあい公

園）に委託します。間伐材利用促進として、出生児に配布する「お食い初めセット」や多賀小

学校に「木の学習机」を整備します。

《主な経費》

森林環境学習（やまのこ）委託料 ９９９万円

間伐材製品利用促進費 ２６３万円

治山事業費 ９５０万円 （産業環境課）

一ノ瀬・川相・南後谷・藤瀬地先において、治山事業を実施します。

緑のふるさと協力隊設置費 ２９３万円 （地域整備課）（多賀町の一般財源）

都市部の若者（１名）に１年間、空き家に滞在してもらい、その地域が必要としている

様々な活動や町の行事等に従事してもらうことで、担い手不足等を解消し、活性化を図りま

す。今年度は、霜ケ原地区に１名配置します。

《主な経費》

協力隊設置活動費 ２９３万円

森林資源循環利用促進費 ３９５万円 （産業環境課）（多賀町の一般財源）

町産木材を循環利用することにより、水源涵養、国土保全などの重要な機能の維持を

図るとともに、低炭素社会の実現を目指します。町産木材利用した住宅購入について、補

助を増額し、一層の利用促進を図ります。

《主な経費》

木質バイオマスストーブ設置補助 ２０万円

町産木材利用住宅促進補助 １００万円

森林多面的機能維持交付金 ２００万円

財源

国県の負担 １，１４６万円

町の一般財源 １４８万円

町産木材の活用・普及促進

（びわこ環境ビジネスメッセにて）

財源

国県の負担 ９５０万円
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地域再生費 ３，０００万円 （産業環境課）

地方推進交付金を活用し、森林の現況調査のほか、町産木材の流通調査や販路開拓、

林業技能者の育成など、森林を活かしたまちの活性化に取り組みます。

《主な経費》

森林現況調査委託 ４４９万円

木材供給実現可能性調査費 ２３０万円

森林団地化等支援補助 ５５０万円

林業技能者育成補助 １，０３０万円

水産業費 ２２万円 （産業環境課）（多賀町の一般財源）

水産資源や河川環境を保全するため、大滝漁業組合に補助を行います。

多賀小・大滝小児童が実施する環境学習（稚魚放流）経費も含まれています。

《主な経費》

大滝漁業組合補助 ２２万円

商工振興費 ３，０５３万円 （産業環境課）

空き店舗対策・創業者支援等を実施し、町内商工業の活性化を図ります。引き続き、

そばの流通や消費拡大を促進します。

小規模事業者の融資相談や振興資金利子の補給を実施し、経営の安定を支援します。

《主な経費》

職員給与等 ８６５万円

商工会運営補助 ７７０万円

ふるさと楽市開催費 ２００万円

がんばる商店応援補助 ４４０万円

住宅リフォーム補助 ６００万円

振興資金利子補給金 ３０万円

観光費 １，６３７万円（産業環境課）

観光協会と連携し、誘客促進事業を展開するとともに、広域観光事業を推進します。

観光地ライトアップ事業を継続し、観光資源の魅力化・地域活性化を図ります。

安全・遭難対策として、登山道補修に補助します。

《主な経費》

観光事業推進委託料 ５２万円

観光協会補助 ５３０万円

地獄めぐり委託料 ２００万円

観光ライトアップ事業委託料 ５００万円

滞在時間調査委託料 ２０万円

財源

小口資金預託金元金収入 ２５万円

町の一般財源 ３，０２８万円

財源

国県の負担 ４００万円

レンタサイクル利用料 ３万円

鈴鹿国定公園整備奨励金 ７万円

まちづくり基金繰入金

（ふるさと納税寄付） ３４万円

町の一般財源 １，１９３万円

財源

国県の負担 １，５００万円

町の一般財源 １，５００万円
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〔土木費〕

道路橋梁総務費 １，６１８万円 （地域整備課）

道路管理や道路占用許可、屋外広告物、建築確認事務を行います。

また、新設・改良・廃止された町道や橋梁を道路台帳に整理し管理を行います。

《主な経費》

職員給与等 １，０２３万円

道路台帳整備費 １５０万円

道路橋梁新設改良費 ３億７８９万円 （地域整備課）

生活基盤の充実を図るため、町道の新設改良・舗装修繕を行うとともに、ガードレール等

の交通安全対策施設を整備し、安全・安心なまちづくりを推進します。

また、計画的に橋梁の安全性の確保と長寿命化を図ります。

《主な経費》

職員給与等 ３，４７８万円

測量設計委託料 １，１３０万円

（うち橋梁長寿命化設計費 １，０００万円）

道路改良工事費 １億７，４００万円

交通安全対策工事 １５０万円

里道舗装工事 ３０万円

橋梁長寿命化工事 ７，２００万円

県営事業負担金 ３２３万円

《主な工事箇所》

町道 多賀絵馬通り線（道路改良） 町道 敏満寺高宮線（修繕・舗装）

町道 月之木グリーンヒル線（道路改良） 町道 上南代キリン線（道路改良）

町道 粟田高宮線（道路改良） 橋梁長寿命化工事（不動橋・１００７号橋）

里道工事（大杉）

財源

国県の負担 ４３万円

屋外広告物手数料 １５万円

町の一般財源 １，５６０万円

財源

国県の負担 １億３，３８５万円

町債 １億１，５２０万円

地元寄附金 ９万円

町の一般財源 ５，８７５万円

町道 上南代キリン線（土田地先） 長寿命化工事を施工する不動橋（多賀地先）
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道路橋梁維持費 １，７８７万円 （地域整備課） （多賀町の一般財源）

町道の補修や修繕、路肩の除草等を行い、利用者にとって、安全な道路を維持します。

積雪・凍結時には、除雪、融雪作業を実施します。

（町道の除雪基準：積雪が１０㎝以上のとき）

《主な経費》

道路維持管理・補修費 ４９４万円

除雪対策費 １，２９３万円

河川総務費 ５６８万円 （地域整備課）

河川を適正に維持管理し、住民の安全確保、環境保全を図ります。

《主な経費》

河川管理経費 ２０８万円

集落排水路整備（木曽） ３６０万円

都市計画総務費 ４１５万円 （企画課）

都市計画法に基づき、まちの健全な発展と秩序ある整備を図るため、土地利用や施設

の整備及び開発事業についての事務を行います。

今年度、現況に合わせて、都市計画基本図を修正します。

《主な経費》

都市計画審議会報酬 １１万円

都市公園指定管理料 ２２０万円

都市計画基本図修正委託料 １００万円

財源

国県の負担 １８５万円

地元寄附金 １２０万円

町の一般財源 ２６３万円

財源

国県の負担 １万円

町の一般財源 ４１４万円

除雪車

犬上川景観整備
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公共下水道費 １億１，８１４万円 （地域整備課）（多賀町の一般財源）

公共下水道事業は、一般会計とは別に特別会計を設け、独立して運営管理を行ってい

ますが、一定の基準に基づき、繰り出しを行っています。

《主な経費》

下水道事業特別会計操出金 １億１，８１４万円

都市計画諸費 ７８３万円 （地域整備課）

国土調査法に基づき、土地調査を実施します。

《主な経費》

地籍調査費 （河内地先） ７７７万円

都市再生整備計画費 ５，５３０万円 （地域整備課）

絵馬通りの活性化に向けた整備計画の策定や道路整備を実施します。

《主な経費》

設計委託費 ３０万円

絵馬通り整備費 ５，５００万円

財源

国県の負担 ５２３万円

町の一般財源 ２６０万円

地籍調査とは

地籍調査とは、主に市町村が主体となって、一筆ごとの土地の所有者、地番、地目を調査

し、境界の位置と面積を測量する調査です。 地籍調査は、国土調査法に基づく「国土調査」

の１つとして実施します。

財源

国県の負担 ２，２００万円

町債 ２，９７０万円

町の一般財源 ３６０万円

町道 多賀絵馬通り線 町道 多賀絵馬通り線
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〔消防費〕

常備消防費 １億７８６万円 （総務課）（多賀町の一般財源）

常備消防業務は、彦根市に委託しています。

《主な経費》

常備消防委託費（彦根市） １億７８６万円

非常備消防費 １，９５１万円 （総務課）（多賀町の一般財源）

消防団を組織し、火災等の災害に備え、安心・安全なまちづくりを推進します。

今年度、第２分団第１班が、消防ポンプ操法大会に出場します。

《主な経費》

消防団員報酬 ２７５万円

職員給与等 ７５６万円

消防備品購入費 １１８万円

消防団活動補助 ６７万円

消防施設費 ２，２７０万円 （総務課）

地域の消防センターや消火栓の維持管理をするとともに、非常用の衛星電話を活用し火

災時に備えます。

多賀区・土田区の自警団ポンプ積載車を更新します。

《主な経費》

消防防災施設等整備補助 ６６万円

消防ポンプ積載車購入費 ９４０万円

消火栓負担金（水道事業特別会計へ繰出：５７４基分） １，１４８万円

災害対策費 ７１４万円 （総務課）

災害に備え、備蓄備品を整備しておくとともに、防災訓練を実施します。また、有事には、

応急対応を迅速に行い、住民の生命・財産を守る体制を整えます。

今年度、地域防災計画を見直します。

《主な経費》

防災備品購入費（備蓄食糧・ブルーシート） １４０万円

地域防災計画策定委託料 ２５０万円

応急災害復旧委託料（工業会） ３０万円

特別災害復旧事業補助 ９０万円

防災訓練費 ２９万円

財源

地方債 ９４０万円

町の一般財源 １，３３０万円

バケツリレー訓練

財源

国県の負担 １５万円

町の一般財源 ６９９万円
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〔教育費〕

教育委員会費・事務局費 ８，３１０万円 （教育総務課・学校教育課）

町長部局から独立した行政機関として、町の教育の方針や施策を決定します。住民の意

見や国・県から情報を収集し、教育振興に努めます。

《主な経費》

委員報酬 ５５万円

特別職給与等 １，２０７万円

職員給与等 ６，３１７万円

教育振興費 １，１４５万円 （教育総務課・学校教育課・生涯学習課）

幼稚園、小学校、中学校の総合的な教育振興を図るための経費です。エキスパートによ

る「夢の教室」の開催や平和学習会を開催し、子どもたちの健全育成を図ります。

中学生の海外派遣研修を実施し、国際力豊かな生徒を育てます。

学校と地域が連携した取り組みを進めます。

《主な経費》

学校支援地域コーディネーター設置費 １７６万円

土曜講座講師（サタスタ）委託料 ７８万円

通級指導教室運営負担金 ３５万円

中学生海外派遣研修（ニュージーランド）事業 ５４３万円

児童・生徒数（人）

多賀幼 大滝幼 多賀小 大滝小 多賀中

平成２８年度

（年度末）
４８ ７ ３３５ ６６ ２２７

平成２９年度

（年度当初）
４６ ６ ３５３ ６３ ２０７

増減 ▲２ ▲１ ＋１８ ▲３ ▲２０

財源

国県の負担 ５００万円

町の一般財源 ７，８１０万円

財源

国県の負担 ８６万円

海外研修基金繰入（利子含） ３８３万円

海外研修参加費 １６０万円

町の一般財源 ５１６万円

土曜講座（サタスタ） 海外派遣研修（ニュージーランド）
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小学校管理費 １億２，５９６万円 （教育総務課・学校教育課）

多賀小学校・大滝小学校の運営、施設管理を円滑に行うとともに、教育環境の向上、充

実を図ります。今年度は、児童用パソコンを更新します。

引き続き、特別支援教育支援員を配置するとともに、英語教育環境を強化します。

また、衛生管理に努め、安全でバランスのとれた栄養のある学校給食を提供します。

《主な経費》

特別支援教育支援員設置費 ９９１万円

臨時講師設置費 ４７１万円

外国語指導業務委託料 ２３２万円

児童用パソコン更新費 ７４５万円

施設管理保守委託料 ３９３万円

施設管理消耗品・光熱水費・燃料費 １，４７７万円

通学バス運行費 １，４９０万円

給食事業費 ５，３９４万円

小学校教育振興費 ７８６万円 （教育総務課・学校教育課）

教材備品や学校図書等を充実させるとともに、ICT 設備を活用した授業を充実させ、児

童の学力の向上を図ります。「たんぼのこ」や「やまのこ」事業などの体験学習や校外学習

により、さまざまな力を養います。

また、教育の機会均等を図るため、経済的理由により、就学が困難な児童に対して援助

を行います。

《主な経費》

消耗品等需用費 １５６万円

教材備品購入費 ８５万円

児童用図書購入費 ９０万円

要保護・準要保護児童援助費 ２６０万円

修学旅行補助 １６万円

財源

給食費等保護者負担金 ２，１１３万円

町の一般財源 １億４８３万円

財源

国県の負担 ２５万円

町の一般財源 ７６１万円

ＩＣＴを活用した授業ＡＬＴ（外国人講師）による英語教育
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中学校管理費 ８，２３８万円 （教育総務課・学校教育課）

多賀中学校の運営、施設管理を円滑に行うとともに、教育環境の向上、充実を図ります。

引き続き、外国人講師を専任で配置し、英語教育の充実を図ります。

調理委託方式により、生徒にバランスのとれた栄養のある学校給食を提供します。

《主な経費》

特別支援教育支援員設置費 ３７５万円

外国語講師設置費 ４２１万円

臨時講師設置費 ９６０万円

施設管理保守委託料 １６９万円

施設管理消耗品・光熱水費・燃料費 １，０５４万円

給食事業費 ４，１４６万円

中学校教育振興費 １，２０１万円 （教育総務課・学校教育課）

教材備品や学校図書等を充実させるとともに、ICT 設備を活用した授業により、生徒の

学力向上を図ります。部活動経費や大会参加経費の補助を行い、生徒の健全な育成に努

めます。また、教育の機会均等を図るため、経済的理由により、就学が困難な生徒に対し

て援助を行います。

《主な経費》

消耗品等需用費 ７９万円

教材備品購入費 ５０万円

生徒用図書購入費 ５０万円

通学バス補助 ５２７万円

要保護・準要保護児童援助費 ２９１万円

部活動推進・大会補助 ６４万円

修学旅行補助 ２８万円

幼稚園費 ６，１７０円 （教育総務課・学校教育課）

多賀幼稚園、大滝幼稚園において、就学前の子どもに対して、幼児期の特性や発達課

題を的確に踏まえて、望ましい習慣や態度の育成を目指した教育を行います。

《主な経費》

職員給与等 ２，９０１万円

臨時教諭設置費 ９１０万円

管理運営消耗品等 １９９万円

施設管理保守委託料 ６２万円

施設型給付費 １，８８６万円

財源

給食費等保護者負担金 １，１５６万円

町の一般財源 ７，０８２万円

財源

国県の負担 １６万円

町の一般財源 １，１８５万円

財源

国県の負担 ２３万円

保護者負担金等 ３２４万円

施設型給付費代理受領分 １，８８６万円

町の一般財源 ３，９３７万円

ＩＣＴを活用した授業
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社会教育総務費 ３，０７２万円 （生涯学習課）

青少年の健全な育成を図る事業を展開します。

家庭・地域・学校が互いに連携を深め、子どもの健やかな成長を育む暖かい環境づくり

を推進します。

《主な経費》

職員給与等 ２，４６５万円

青少年育成推進費 ３１０万円

人権教育推進費 ６８万円

家庭教育支援費 ３１万円

体験活動推進費 ２９万円

町史編纂事業費 １２７万円

中央公民館費 １，１１７万円 （生涯学習課）

中央公民館の運営管理を行います。各団体のサークル活動等を支援するほか、生涯学

習を推進し、広く学習機会を提供することにより、生きがいづくりを応援します。

《主な経費》

嘱託職員設置費 ２５７万円

生涯学習講座講師報償費 １６万円

施設管理消耗品・光熱水費・燃料費品 ３６８万円

施設設備維持・保守委託料 ２１２万円

中央公民館建設費 ５億３，４５７万円 （企画課・生涯学習課）

総合的、効果的に生涯学習、社会教育を推進するため、多賀町産木材を活用し、新しい

中央公民館の建設に着手します。工期は、平成２９年１０月～平成３１年３月の予定です。

《主な経費：平成２９年度分のみ》

工事監理費 ９００万円

工事請負費 ４億７，０００万円

木材調達費 ４，８６０万円

既存建物解体設計費 ４８０万円

財源

国県の負担 ２４万円

まちづくり基金繰入金

（ふるさと納税寄付） ７０万円

講習受講等 １７万円

町の一般財源 ２，９６１万円

財源

公民館使用料等 ６４万円

町の一般財源 １，０５３万円

財源

国県の負担 １億９，４３０万円

中央公民館建設基金繰入金 ３億３，８９０万円

町の一般財源 １３７万円

生涯学習課の事務・受付は、中央公民館内で行なっています。

新 中央公民館 外観 イメージ図 新 中央公民館 ホール イメージ図
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保健体育費 ６０５万円 （生涯学習課）

スポーツに親しみながら、健康増進につながる環境づくりに努めます。多賀町スポーツ

推進計画に基づいた事業を展開します。長期的な体育施設の維持管理計画の策定に着手

します。

《主な経費》

町体育協会補助 ６４万円

少年団体育成補助 ４５万円

スポーツ教室開催費 ７１万円

（体操教室・ウォーキング教室・マリンスポーツなど）

湖東野球開催費 ２７万円

施設管理計画策定委託料 ２５０万円

海洋センター費 ４，１０１万円 （生涯学習課）

海洋センター（体育館・プール・艇庫）の維持管理を行います。

また、プール、艇庫を活用した体育講座を開催し、健康増進に努めます。

《主な経費》

職員給与等 １，７９８万円

臨時職員設置費 ７０３万円

施設管理消耗品・光熱水費・燃料費品 ３７５万円

施設維持保守等委託料 １，０２２万円

（うちフィットネスルーム指定管理料 ９１万円）

（うちプール施設管理委託料 ７５３万円）

町民グランド費 ６９１万円（生涯学習課）

町民グランドおよびテニスコートの維持管理を行います。

《主な経費》

施設管理費 ６９１万円

財源

体育講座受講料 ２７万円

湖東野球参加負担金 ６万円

町の一般財源 ５７２万円

財源

施設使用料等 ３４９万円

町の一般財源 ３，７５２万円

ちびっこ体操教室 ベビースイミング教室

財源

施設使用料等 １７２万円

町の一般財源 ５１９万円
艇庫活動（マリンスポーツ）
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滝の宮スポーツ公園費 ７８８万円（生涯学習課）

滝の宮スポーツ公園およびグラウンド・ゴルフ場の維持管理を行います。

《主な経費》

施設管理費 ７８８万円

（うち グラウンド・ゴルフ場芝生管理費 １３７万円）

勤労者体育センター費 １９７万円 （生涯学習課）

勤労者体育センターの維持管理を行います。

《主な経費》

施設管理費 １９７万円

武道館費 １４万円 （生涯学習課）（多賀町の一般財源）

武道館の維持管理を行います。

《主な経費》

施設管理費 １４万円

文化財保護費 ７，６７５万円 （生涯学習課）

文化財センターの維持管理と発掘調査で出土した遺物や民俗資料の整理保管を行いま

す。また、町内の貴重な文化財を調査し、保護を行います。

胡宮神社社務所庭園、多賀大社奥書院および敏満寺石仏谷墓跡の修復支援のほか、

町の文化財を総合的に保存・活用する歴史文化基本構想を策定します。

《主な経費》

職員給与等 ９７９万円

埋蔵文化財発掘調査費 ２１１万円

敏満寺遺跡史跡整備費 １，７９０万円

史跡等保存管理計画費（多賀大社奥書院）７２万円

歴史文化基本構想策定費 ４９５万円

胡宮神社社務所庭園修復費補助 ２，１６５万円

発掘調査受託費 １，２６１万円

財源

国県の負担 １，６１４万円

保存計画策定負担金 ５５万円

発掘調査受託金 １，２６１万円

町の一般財源 ４，７４５万円

財源

施設使用料等 ８９万円

町の一般財源 ６９９万円

財源

施設使用料 ３０万円

施設賃借料 ６０万円

町の一般財源 １０７万円

グラウンド・ゴルフ大会（滝の宮スポーツ公園）

胡宮神社社務所庭園保存整備工事
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歴史民俗資料館費 ５７万円 （生涯学習課）（多賀町の一般財源）

歴史民俗資料館の維持管理を行います。

《主な経費》

施設管理費 ５７万円

あけぼのパーク多賀管理費 ２，１０２万円 （生涯学習課）

あけぼのパーク多賀（図書館・博物館）の維持管理を行います。

《主な経費》

施設管理消耗品・光熱水費・燃料費 １，３０４万円

施設設備維持保守委託料 ４０５万円

図書館費 ４，４０２万円 （生涯学習課）

幅広く親しまれる生涯学習の拠点づくりを目指し、多様なニーズに応える適切な図書館

資料の収集・提供に努めるとともに、図書館を利用しにくい方たちのために移動図書館車

の巡回を行います。

《主な経費》

職員給与等 １，４９２万円

臨時・嘱託職員設置費 １，１１８万円

システム保守点検委託料 １９９万円

学校図書支援業務委託 ３６７万円

図書・資料購入費 ６００万円

読み聞かせボランティア活動補助 １万円

博物館費 ２，０９９万円 （生涯学習課）

常設展示に加え、古代ゾウ発掘プロジェクト事業、企画展やギャラリー展、多賀の自然を

活かした観察会、講演会等を開催し、郷土意識の醸成や多賀町の魅力をアピールする事

業を展開します。また、標本の作製や試料分析を行います。

《主な経費》

職員給与等 １，３１３万円

臨時・嘱託職員設置費 ４８３万円

企画展等消耗品費 ６４万円

燻蒸・標本委託料 １１３万円

財源

自動販売機設置費 ９万円

町の一般財源 ２，０９３万円

財源

資料コピー代等 ２万円

町の一般財源 ４，４００万円

財源

施設使用料 ２０万円

グッズ販売金 ３万円

講座受講料 ３万円

町の一般財源 ２，０７３万円

出前おはなし会
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公債費 ４億６，６００万円 （総務課）（多賀町の一般財源）

今までに多賀町内の道路や学校施設等を整備するときに借り入れた町債に対しての

平成２９年度における償還額です。

元金 ４億１，２４９万円

利子 ５，３５１万円 （うち一時借入利子９３万円）

基金費 ９６１万円 （会計室）

基金は、町の預貯金で、各年度の財源不足を調整するための財政調整基金や将来の

大きな支出に備えて積み立てている特定目的基金があります。

《主な基金》（積立分）

財政調整基金積立金 ６８万円(利子分)

減債基金積立金 ２０万円（利子分）

中央公民館建設基金積立金 ７２万円(利子分)

多賀町まちづくり基金積立金 ８００万円（ふるさと納税分）１万円（利子分）

予備費 ４００万円 （総務課）（多賀町の一般財源）

予算編成時には予期しなかった、急を要する新たな支出や不足する予算の支出に対応

します。

財源

各基金利子 １６１万円

ふるさと納税寄付金 ８００万円

一時借入金は、資金調達のための借り入れですが、地方債とは異なり借り入れした

年度内に返済しなければなりません。経費の使用目的は問わずに、その経費の支出時

期がその財源の収入前である場合など、収入と支出の時期が合わないために、金融機

関から一時的に借り入れるものです。利子はその借り入れがあった場合に支払うもの

で、借り入れがなければ、執行しません。
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